
近 畿 運 輸 局 主 催 

「平成 22 年度 地域公共交通活性化・再生総合事業」の 

第三者評価委員会における指摘事項等について 

 
■ 日  時：２０１１年２月２１日（月） １０：００～１７：３０ 
■ 場  所：大阪合同庁舎第４号館（２階会議室） 
■ 説 明 者：小野市 上田課長、三木市 増田課長 
■ 評価委員：土井 京都大学教授、喜多 神戸大学教授、中川 京都大学教授、松村 大阪大   

学准教授（欠席） 
滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山の各府県の交通政策担当部長 
近畿運輸局の企画観光・交通環境・鉄道・自動車交通・海事振興の各部長 

■ 主な指摘事項等： 
①今年度約 53 百万円を使って約 5.6 万人の利用増に繫がったとのことだが、イベント

などの単発的な施策が多く、費用対効果も踏まえて考えた場合、国庫補助がなくな

った以降も地域として継続的に取り組むことができる見通しはあるのか？ 
②地域の公共交通をどうしていくのかということについて各市が主体となって知恵を

出し、その実現のために積極的かつ具体的な行動を示していく必要がある。 
③昨年度の第三者評価委員会でも、地域の都市政策や土地利用などといったまちづく

りと各種施策との整合を図ることを各市が考えなければ、目的は達成できないとの

指摘があったが、その指摘は各種施策へ反映されているのか？ 
以 上 

 
 
 

 

【ご参考】「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（一部抜粋、省略）」 
 
（目   的）：この法律は、地域公共交通の維持に困難を生じていること等の社会経済情勢の変

化に対応し、地域住民の自立した日常生活及び社会生活の確保、活力ある都市活

動の実現、観光その他の地域間の交流を促進することが重要となっていることに

鑑み、市町村による地域公共交通総合連携計画の作成及び事業の実施に関する措

置について定めることにより、地域公共交通の活性化及び再生のための地域にお

ける主体的な取組及び創意工夫を総合的、一体的かつ効率的に推進し、もって個

性豊かで活力に満ちた地域社会の実現に寄与することを目的とする。 
 

（連携計画）：市町村は、単独で又は共同して、当該市町村の区域内について、地域公共交通の

活性化及び再生を総合的かつ一体的に推進するための計画（地域公共交通総合連

携計画）を作成することができる。 
 

（協 議 会）：地域公共交通総合連携計画を作成しようとする市町村は、地域公共交通総合連携

計画の作成に関する協議及び地域公共交通総合連携計画の実施に係る連絡調整を

行うための協議会を組織することができる。 
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